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論文
叶芳和氏の「農業革命論」の検討
?
谷 築 次
1. 本稿の課題
農業・農政をめぐる論議の最近における著しい特徴の一つは，農業の外側か
ら農業・農政のあり方に関する厳しい批判と共に斬新な問題提起や具体的な提
言が積極的になされて来ていることであり，さらにもう一つの特徴は，これら
の問題提起や提言が，本格的な理論武装を伴いつつ出されて来ていることであ
る。しかもこれらの理論武装に従事している専門家が，自らの農業・農政論を
引っ提げてマスコミに登場し，世論誘導に積極的な役割を演じていることであ
る。これらの人々の提言や見解には理論的な意味でも政策論的な意味でも注目
すべきものが多いが，その立場や所属する機関の性格から，発言の意図や背景
に関心がより集中し，見解・提言の内容そのものに対する立ち入った検討が，
特に農業・農政問題プロパーの研究者によって十分なされているとはいいがた
い。
本稿の課題は，特に最近の財界サイドからの一連の提言I)の理論的基礎をな
していると見られる叶芳和氏の見解2)に対して，その立論の重要ポイントとな
1)最近の主要提言は日本経済調査協議会「食管制度の抜本的改正」 (1980年8月），経済
団体連合会「食品工業からみた農政上の諸問題」 (1981年2月）である。
2)叶芳和氏の見解に関しては，次の諸論文を参照した。① 「技術革新と市場原理」（『農
業と経済』臨増号1980年6月），② 「日本農業雑感ー保護費用ミニマムヘの第3の道」
（『経済評論」 1980年2月号），⑧「農業革命を展望する一高生産性農業を実現する 4
つの革命」（『経済評論J1980年11月号）
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っている農業＝「先進国型産業」論と農業への市場原理導入論を中心に若干の
検討を試みることである。
2. 叶芳和氏の立論とその特徴
叶芳和氏の立論は次のように整理することができると思われる3)0 
第一。日本農業は深刻な病理現象に悩んでいる（生産者の所得形成力の低さと
保護の必要性，趨勢的な価格上昇，膨大な食管赤字，低い食料自給率等）。
第二。しかしその病理構造はきわめて単純であり，根本的要因は「規模の零
細性」と「片手間農業」という生産力構造に起因する低生産性・高価格で
ある。より根本的には農業への過剰就業状態が解消されていないことであ
る。
第三。 1960年代以降基本法農政は規模拡大＝生産性向上を目ざして多様な政
策手段を展開したが成功しなかった。規模拡大は遅々として進まず，＇第二
種兼業農家は増加の一途をたどったため，専業的農家層への土地集積は期
待しがたいという見方が多く，日本農業の将来像をグルーミーに描かせる
原因になっている。
第四。しかし，現在は当時と状況が大きく異る。米の膨大な供給過剰，農業
収入に依存しない二兼農家の増加，高齢農業者の引退期の接近など，農業
の既存体制の変革要因は成熟しつつあり新しい農業革命の時代が展望され
る。
第五。農業革命を促進するためには， 市場原理（競争原理）の積極的な導入
が必要であり，「過保護農政から市場原理尊重農政への転換」，すなわち
「市場革命」が強く求められている。何故ならば，農業は本来は「先進国
型産業」である。それ故に市場原理（競争原理）の導入は技術革命と人材
革命を誘発する可能性が大きいからだ。
3)叶氏の立論の整理は，注2)で示した諸論文のうち⑧を中心とした。
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第六。農業が本来「先進国型産業」であり，先進国に比較優位の産業である
とすれば，日本は経済力が大きく，また明治以来の教育投資の成果でヒュ
ーマン・キャビタルの蓄積が大きいのであるから，潜在的には農業が比較
優位産業である国の代表になれる。 4つの農業革命（市湯革命，土地革命，
技術革命，人材革命）によって， 1990年代は農業が成長分野となる時代であ
る。
以上が叶氏の立論に関する私なりの理解と整理であり，その当否については
氏の批判を待ちたい。
さて，以上の叶氏の立論において特徴的なのは次の諸点であろう。その第一
は，農業の現状に対する診断がきわめて深刻であり，重症患者と見立てている
点である。
第二は，氏が認識している深刻な病理現象の重要な原因を市場原理を軽視し
た過保護農政に求めている点である。日本農業の劣弱な生産力構造の根本原因
が農業への過剰就業にあると氏は認識しているのであるが，それは「近代農業
の調整の方向とテンポを政策当局が十分認識できなかったからであろう。政策
装置が農家数維持（恐らく農業就業人口減少抑制も同時に含意されているのであろう一
筆者注）の機能を果たしているため， 技術進歩の顕在化が妨げられ，労働生産
性の上昇が抑制されているのである4)」としている点からも， その点は明らか
である。しかし他方では，基本法農政が規模拡大＝生産性向上を目ざして多様
な政策手段を展開して来たことも認めており， それが実現しなかったのは，
, , , , .,, , , , , , , 
現在と状況が違ったからだとし，現在は農業の体制変革要因は成熟しつつあ
る氏 ともいっているのであるから，過保護農政を病理現象の主要因と認識さ
れているのではない，ともとれる。この点はやや不明確である。
第三は，農業革命の可能性と農業革命を通じての日本農業の成長の可能性を
非常に大きく見ている点である。しかもその論拠を農業は「先進国型産業」だ
4)前掲論文「農業革命を展望する」 108ペー ジ。
5)同上， 107ペー ジ。
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とする認識に置いている点がきわめて特徴的である。
第四は， 農業革命促進の重要な決め手を農業への市場原理（競争原理）の導
入に求めている点である。
次項以下では特に以上の-うちの第三及び第四の特徴点に関して批判的検討を
加えることとするが，ここでは以下における論旨展開に必要な限りにおいて第
ー及び第二の特徴点に関しても，若干のコメントを加えておきたい。
まず農業問題をきわめて深刻に見ているという第一の特徴点に関しては，叶
氏の認識と筆者の認識には可成りの差がある。これは農業の体質改善の可能性
をどの程度見込み得るかについての見通しの持ち方と裏腹の関係にある。農業
革命と表現しうるほどの変革の可能性を見込む立場からは現状に対する批判は
より厳しくなるであろうし，それほど大きな変革の可能性を見込み得ないとす
る立場からは現状をより肯定的に見ることとなるのは当然であろう。従って，
問題は第三点の農業＝「先進国型産業」論の当否の検討にかかわって来る。な
ぉ，当然のことながら，政策当局の現状評価は叶氏の見解と著しい対照をなし
ている。例えば農林水産省大臣官房企画室の高木賢氏は，最近の各方面からの
農政批判と農政転換を求める各種の提言に対して， 「我が国農業は大問題とさ
れるほどにお荷物なのであろうか」という根本的な疑問を提起し，反論を展開
している6)。筆者も国内純生産比率でみてわずか 3.1彩（昭和54年度）を占める
に過ぎない農業がこれほど問題視される点については，日本経済全体の問題状
況における農業問題の位置づけとしては，やゃ過大な取扱われ方がなされてい
るのではないか，との印象をぬぐい得ない。
農業問題の原因を過保護農政に求める第二の特徴点に関しては，すでに指摘
しておいたように，叶氏の立論にやゃ不明確な点がある。日本農業の病理現象
の根本原因が農業への過剰就業にあるというのが氏の基本認識であるが，それ
6)高木賢稿「最近の農政に関する提言に反論する」，『農林水産省広報 aff』1981年4月
号，参照。なお，農業団体側からの反論としては，全国農協中央会「財界・ 労働界の
農政批判に対する系統農協の見解」 (1979年4月）がある。
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は戦後の農業経済学の主要な研究成果の一つである過剰就業論が教えるところ
であり異論はあり得ない。問題は叶氏が農業の過剰就業構造の形成・維持のメ
カニズムをどう認識しているかである。農業が相対的縮小産業である限り，農
業就業人口の絶対的減少を通じてしか他産業との労働生産性の均等化を実現し
得ないことは自明のことであるが，その均等化を可能にするに十分な農業就業
人口の減少が何故起らないのか。叶氏の立論では一見その基本的要因を過保護
農政の農家数（あるいは農業就業人口）維持機能に求めているように見える。 し
かし，叶氏は農業就業人口が不十分にしか減少しない基本的要因を十分理解さ
れた上で，その減少阻害の副次要因であるに過ぎなかった政策的要因をより強
く印象づけることを意図しているとも判断される（この点に関しては4,で再論す
る）。
3. 農業＝「先進国型産業」論について
叶氏の立論の第三の特徴点に関してはきわめて大きな疑問を感じざるを得な
ぃ。本稿における第一の検討課題とじたのはそのためである。氏はわが国の農
業革命の可能性を極めて大きく見込んでいるだけでなく，それを通じて日本農
業の成長の可能性をも大きく見込んでいるのであるが，その論拠を「農業は本
質的には先進国に比較優位のある産業だ7)」 という点に求めていることはすで
に述べた通りである。このような立論に関しては少なくとも次の 2点に関して
疑問を提起せざるを得ない。一つは先進国においては，自国農業の対外的な比
較優位が大幅に確保されている少数の農産物輸出国等を別にすれば，自国内他
産業（第二次，第三次産業）に対して比較優位を確保しえた事例はほとんどなか
ったはずだ，という点である。このことは内外の研究者によってすでに実証済
みのことである。叶氏は「農業が非農業と同水準の生産性を達成している国も
ある8)」としてアメリカ，ィギリス，ニュージーランドを例示している。しか
7)同上， 117ページ。
8)前掲論文「技術革命と市場原理」 62ページ。
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し，アメリカでさえ農業の比較生産性が 1.0だという事実の方にもっと注目す
べきではないだろうか。いずれにしても農業の比較劣位の問題は日本農業に
固有の特殊問題ではなく，基本的には先進国に共通の問題である。農業が「先
進国型産業」であるという意味が， もし先進国の農業は開発途上国の農業に
比べて「研究開発集約型産業」であり， 「物的資本が重要な役割を果たす産
業」であるといのなら，その通りであろう。しかし，そこからただちに他産業
に対する比較優位の可能性を主張するのは論理の飛躍と言うものではなかろう
か。
もう一つの疑問点は，叶氏が日本農業は，上述の比較優位をより強く確保し
うる可能性をもっており，、農業政策さえ誤らなければ成長産業に転換しうると
見ている点である。そのことは「日本は潜在的には農業が比較優位産業である
国の代表になれる」，「1990年代は農業は成長分野となろう 9)」と述べているこ
とから明白である。しかし，日本人の食生活が飽食段階に突入したことは否定
できない現実であり 10)' 食料に関連する加工サービスや流通サービスに対する
需要（言うまでもなくこれらは第二次，第三次産業に対する需要である）は今後も増
大すると見込まれるものの，食品の素材である食料そのものに対する需要（国
内農産物及び輸入農産物に対する需要）は総体としては停滞段階に入ったと見なけ
ればならない。従って農産物の自給率を一定とすれば，日本農業に反映される
農産物需要は停滞傾向を示すことにならざるを得ない。しかも「物的資本が重
要な役割を果たす」農業生産の段階にあるのだから，農業所得率の大幅な上昇
を可能にするような技術革新はおいそれとは期待しがたいとみるべきであろ
う。そのため産業の規模を計る基本尺度である純生産額（生産所得）で農業の
産業規模及びその成長率をとらえた場合， 日本農業の停滞産業化は必至であ
9)前掲「農業革命を展望する」 117ペー ジ。
10)農政審議会答申「農産物の需要と生産の長期見通し」（昭和55年10月）によれば， 目
標年次（昭和65年）における国民 1人 113当たり供給熱量は 2,500kcalで現状と変
わらないとしている。
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り，さらには縮小産業化の可能性さえ予見されるのである，11)0 
従って，叶氏が日本農業が近い将来成長産業に転換し得ると判断している主
要な根拠は，農産物自給率向上の可能性に求められていると見て間違いないで
あろう。即ち叶氏は，やり方次第では日本の主要な農産物輸入相手国であるア
メリカ，オーストラリア，カナダ等の農業に対して日本農業の比較優位を近い
将来実現できると考えていると理解せざるを得ない。例え日本農業の国際競争
カの改善が進んだとしても，輸入相手国農業に対する比較優位が実現できなけ
れば自給率の向上は，そうしない場合に比べて国民所得の減少を招くはずであ
る。従って徹底した経済合理主義に立脚していると判断される叶氏の立場から
は，輸入相手国の農業に対する日本農業の比較優位の実現→農産物自給率の向
上→日本農業の成長産業への転換，というプロセスを描いているものと判断せ
ざるを得ないのである。
確かに， 日本農業の国際競争力の改善（対外的な比較劣位の是正）の可能性を
過少評価することは間違いであろう。またそれが農政の重要課題の一つである
ことも確認できよう。この点に関しては叶氏の一連の論文を通じて啓発される
ところが少なくなかった。しかし，日本農業の対外的な比較優位の実現が可能
であるという前提の下でしか成立しない上記の立論に関しては，容易には納得
しがた•いのである。
ところで，叶氏の言う四つの革命は土地革命・市場革命→技術革命・人材革
命という前後関係が想定されている。少なくとも土地革命の先行が農業革命成
功の重要な要件であるとの考え方に立脚していると見てよい。それだけに，日
本農業の比較優位の実現可能性は，農業の重要な基礎条件である土地条件の改
革（農業先進国並みの土地条件への接近）の可能性をどの程度見込み得るかに大き
く左右される。
筆者は日本農業の比較優位の追求に際して土地条件の相対的な劣弱性は軽視
11)拙稿「日本農業の転換点と農政の課題」『農業経済研究」第53巻第2号掲載予定，参
照。
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できない足かせだと判断している12)。特に次の 2点が重要である。その一つは
人口 1人当たり耕地面積が世界平均の 8分の 1という国土条件であり，その条
件下で実現可能な穀物自給率の水準には本来大きな限界があるということ，も
う一つは，特殊な日本的土地利用構造である。日本列島全体が，局所的な例外
はあるにせよ，狭小な平坦部を中心に都市化の波に今後もより強く洗われてゆ
くであろうことは必至である。この過程で農業的土地利用と非農業的土地利用
の錯綜は一層進むであろう。さらに農業的土地利用が支配的な地域において
も，所有権の異る零細地片一筆毎に所有権者の土地利用方式は微妙に相違する
場合が少なくないであろう（全面自作する，作業の部分委託をする，貸付ける，等々）。
わが国の土地利用構造は，このように2重の意味で錯綜関係にあるのである。
このような特殊な日本的土地利用構造は，経営耕地面積規模の大幅な拡大が生
産コストの大幅な低下，生産性の著しい向上に確実につながるような耕地利用
権の連結的集積（農場形成型集積）を一般に著しく困難にする13)0 
賃貸借関係を通じての耕地利用権の流動化がどのように進み，大規模借地農
の形成とその層への生産の集中化がどの程度進むかは，貸し手側，借り手側双
方の条件がどのように成熟してゆくかにかかっている。叶氏は主として貸し手
の側の条件成熟に注目しつつ土地革命の不可避性についてきわめて楽観的な展
望を描いている。これに対して上述したのは主として借り手の側からみた借入
地集積条件の吟味である14)。いずれにしてもわが国の場合には，土地の所有権
及び利用権に対する強力な公的規制でも行うのでない限り （これは市場原理導入
12)以下の論述に関しても，前掲拙稿参照。
・13)竹中一雄氏も土地利用の細分，錯綜に問題があると注意．を喚起している。しかし氏は
「借用地がふえてくれば，お互いに交換して，まとまって作業のできる体制へと，移
行しやすくなるに違いない」とし，きわめて楽観的な見通しを提示している。竹中一
雄稿「日本農業には未来がある」『エコノミスト」 1981年5月19日号，参照。
14)農地流動化問題の立ち入った検討に関しては，武部隆稿「農用地利用増進事業の現状
と問題点」『農林業問題研究』第16巻第4号 (1980年）及び大原興太郎稿「農作業お
よび経営受委託の進展とその背兼」同上，参照。
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を主張する叶氏の賛同するところとならないであろう）， わが国への農産物輸出国の
農業に近い農業の土地条件を形成することができると見るのは，どう考えても
無理だと思われるのである。
最後に指摘しておきたい点は，叶氏の農業＝「先進国型産業」論は，要する
に極めて目新しい理論的仮説に立脚しているということである。それは“一国
の経済力が大きければ，その国の農業もまたそれに照応した力をもちうる”と
いう仮説である。叶氏と同じ理論的立場にあると判断される竹中一雄氏は，そ
の点をより直裁に次のように述べている。「日本は世界第二の GNP大国であ
り，アジア，太平洋地域での最も進んだ先進国である。農業が先進国型産業で
あるとすれば，当然，日本は世界第二の農業国であり，アジア，太平洋地域で
の最強の農業国であってしかるべきだ15)」と。この仮説に立てば，「現実はそう
なっていない。何かがおかしいのではないか16)」ということになる。このよう
な立論に対しては，恐らく叶氏も容認していると思われる比較生産費説をベー
スとする国際分業論・国際貿易振興論はどこへ行ってしまったのであろうか，
という疑問を強くもたざるを得ない。
4. 農業への市場原理導入論について
叶氏の立論の最も注目すべき特徴点が前項で検討した農業＝「先進国型産業」
論にあることは極めて明白であり，現場の指導層やジャーナリズムの関心を強
く引いているのもこの点である。それは確かに新しいタイプの農業ビジョン論
である。経済合理主義の立場からする従来の農業・農政に関する立論が，日本
農業の比較劣位の確認とその上に立った保護と国内市場の国際的開放との調整
を主題としていたのとは大きく趣きを異にするものとなっている。しかし，前
項に示したように叶氏の一連の立論を吟味する限り， “先進経済国では農業が
比較優位の産業となり得る。従ってわが国農業が世界一流の農業国になり得な
15)前掲竹中論文， 12ページ。
16)同上。
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いはずはない”という趣旨の氏の見解は，論証不十分な仮説の域を出るもので
はなかった。
それにもかかわらず，上記の立論は農業関係者に農業の将来に対する夢を抱
かせる一定の効果をもっているし，一部の経済学者の中からも，農業問題の解
決に明確な展望を与えるものとして高く評価する論評が出されている17)。
しかし叶氏自身が日本農業の対外的な比較優位の実現の可能性をどこまで建
信しているかについては，むしろ疑いを差し狭まざるを得ない。 「日本は経済
力が大きく，また明治以来の教育投資の成果でヒューマン・キャヒ゜タルの蓄積
が大きい」という論拠を示すだけでは，大胆な仮説がいかにも色あせてしまう
からである。むしろ先の仮説は論者の単なるリップ・サービスであり，これか
ら検討する市場原理導入論への抵抗緩和剤として位置づけられているに過ぎな
いのではないか，と疑いたくなってしまうのである。そういう疑いを抱かせる
ほど，市場原理導入論は単純でしかも露骨な農業の経済的合理化論の押し売り
になってしまっている。
すでに第2項で確認しておいたように，叶氏の立論において，農業への市場
原理の導入は，農業革命の起爆剤的な位置づけが与えられており，しかも農政
改革論としての意味合いを同時にもっている。
まず検討されるべきは，市場原理の導入（ないし尊重）とはどういうことを意
味しているのか，という点である。しかしこの点は意外に明確ではないのであ
る。すでに見たように叶氏は市場原理尊重農政を過保護農政と対置して用いて
いる。その意味では市場原理の導入は保護水準の引下げと同義語に用いられて
いるとも受け取れる。しかしそれでは理解が不十分だと非難されるであろう。
氏の論稿を総合判断すれば，次のような一連の論理関係，すなわち
過保護農政＝主要農産物の価格支持政策→農業就業人口の減少抑制・低能
率経営の温存→生産過剰→生産調整政策＝競争制限政策
17)飯田経夫稿「日本農業に展望与える叶論文（経済論壇から）」（「日本経済新聞」 1980年
11月30日付），参照。
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を過保護農政の全体像とみて，それに対するアンチテーゼとして市場原理の導
入を対置させたと理解すべきであろう。上の論理関係からみれば，恐らく叶氏
にとっては過保護農政は二重の意味で農業発展の阻害要因となっていると見て
いるであろう。第ーは市場メカニズムを通じて淘汰されるべき限界農家層を温
存するという意味において，第二は，生産調整政策の登場を不可避にし，直接
的な競争制限を通じて技術革新へのインセンティプを弱め，生産効率の低下を
招くという意味においてである。従って市場原理の導入が必要だというのであ
るが，それは直接的には価格支持政策の撤廃を意味していると判断される。
このような立論に関しては少くとも次の二つの疑問を提起せざるを得ない。
その第ーは叶氏が市場原理（競争原理という言葉も用いられているが，ほぼ同じ意味
のようだ）の導入と農業における技術革新との因果関係を極めて重視している
点である。「農業は本来『先進国型産業」であり，技術革新の可能性の大きい
産業であり，また，競争のない分野では技術革新は抑制されがちであるので，
わが国農業はまだまだ技術革新の余地が大きいと思う 18)」としていることから
もその点は明らかであろう。
しかし，農業における技術革新の余地が大きいことは否定できないとして
も，それが農家間，産地間の競争がより活溌になれば大いに実現されるなどと
いうのは，非農業からの単なる類推に過ぎない。農業の技術革新が主として篤
農家や革新的地主層に担われていた明治期ならいざ知らず，公的試験研究機関
と農業関連産業に技術革新機能が担われている今日では，競争の活溌化が，ょ
り高度な技術の導入意欲を高める上に一定の効果があることを認めるとして
も，日本農業の効率化に大きな影響を及ぼすような技術革新を誘発・促進する
起爆剤になるというのは理解に苦しむところである。
その点と関連して，叶氏の次のような認識にも疑問を感じざるを得ない。す
なわち，「工業分野は，わが国は世界で一番競争的な市場を形成している。メー
カー数が少ない場合でも有効競争が形成されている。その結果，イノベーショ
18)前掲「技術革新と市場原理」 60ペー ジ。
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ンの力量が高く，価格は低廉である。農業分野は，わが国は競争制限が多い。
その結果，高価格になっている。見事な対応関係ではなかろうか19)。」という
のである。有効競争という判定指標の不明確な概念を持ち出して工業分野の方
が農業分野よりも競争的だと主張されても迷惑である。
農業は競争者の数（集中度），生産物差別化の強度，参入の難易のどの点から
みても最も競争的な産業であることは経済学の常識であるはずだ。主要農産物
に関して価格支持政策が導入されているか，それが撤廃されたかによって，農
業の競争構造が大幅に変容すると考えることにも大きな疑問がある。市場原理
の導入という言葉自体がおかしいのである。農業もまた基本的には市場メカニ
ズムの中にあるのであり，農業保護政策は，その部分的変容をもたらすに過ぎ
ない。
市場原理導入論に対する第二の，より根本的な疑問は，農業保護が何故必要
なのか，という点に対する叶氏の認識がほとんど存在しないことである。農業
保護政策の目的は，「農業の自然的経済的社会的制約による不利を補正」する
ことにあり，それは「国民の責務に属するものである」ことが農業基本法の前
文に明記されている。だから保護は当然だというのではない。農業基本法にお
いてそのような農業保護政策の必要性が明記されなければならない農業の産業
的特質に留意する必要があるのである。
農業の第一の産業的特質はその担い手が農家ないし農民という生活者の原理
を基本とする人々だという点である。叶氏と同じ立場に立つ竹中氏は「ビジネ
スの社会は厳しい。今後，先進国型農業の展開の過程で，力およばず，あるい
は不運にも，中途で挫折，倒産する人も出てくるであろう。しかしこれは，ニ
次，三次産業でたえず経験しているところであって，なにも農業の特殊問題で
はない20)」'と割り切っておられる。しかし，その場合二次，三次産業における
中小企業保護政策はどう意義づければよいのであろうか。生業ではなく企業に
19)同上， 64ページ。
20)前掲竹中論文， 17ペー ジ。
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よって，自然人ではなく法人によって組織されている諸産業と農業を同列に取
扱抜うことは政策論としては成立しないであろう。
農業の第二の産業的特質は，農業からの資源移動，特に労働力移動の緩慢性
である。農業が相対的縮小産業である限り，農業就業人口の絶対的減少を通じ
て他産業との生産性格差是正を進める以外に手はないことは叶氏も確認済みの
ところである。問題は他産業の成長速度如何では，農業からの引退者数を下廻
る新規就業者数というメカニズムのみでは必要減少数を賄い切れず，農業従事
者の中途転職というメカニズムにも大幅に頼らざるを得ないこととなる。労働・
力移動の緩慢性が問題となるのはこの局面である。農産物価格支持政策は，農
業労働に特化し他産業への転換の弾力性を大幅に消失した中高年農業従事者に
対する雁用対策，所得確保対策としての性格を依然として強くもっている。農
業保護政策があるから過剰就業が解消されないのではない。中高年層を中心と
する過剰就業状態を解決できfよいから農業保護政策が必要なのである。
以上のように市場原理導入論に関しても容易には納得しがたい疑問点が存在
するのである。
5. 結び
筆者の日本農業に関する基本的な見解は次の 3点である。第一。国土条件に
規定された人口 1人当たり耕地面積からみて，わが国の農産物（特に穀物）自給
率を先進経済国の平均またはそれ以上の水準に効率的に引上げることは本来き
わめて困難な課題であると考える。第二。自給率の向上は輸入依存度の高い飼
料用穀物等の国内生産振興（代替財としてのエサ米を含む）が決め手となる。その
ための基本的要件は，これらの作物の国内生産コストが輸入価格に大幅に接近
しうる可能性が展望されることセぁるが，すでに指摘したわが国の特殊な土地
利用構造の下では，経営耕地面積規模の拡大（農業構造再編）の効率化効果はそ
れほど大きくないと見通される。少なくとも日本農業の対輸出国農業に対する
比較劣位は容易には改善されないであろう。第三。従って農業保護水準の大幅
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な引下げは，部分的には両極分解型の構造再編に結びつく面があるが，少数の
大規模農家層が多数の兼業農家層の既存の生産力を全面的には担い直すことが
できず，日本農業全体としては，高年層の農業リタイアと共に絶対的縮小産業
への転落を余儀無くさせるだろう。
叶氏の「農業革命論」に対する筆者の検討のベースは以上の諸点にある。「国
際競争力の改善の手段は輸入自由化である」21) という命題をストレートに適用
しうるほど日本農業の基礎条件は強固ではない，というのが筆者の基本的認議
である。筆者の見解も勿論仮説の域を出るものではないが，叶氏が以上の諸点
に対する徹底的批判を含めて，より説得力のある日本農業変革論を展開される
ことを期待してやまない。
21)前掲論文「技術革新と市場原理」 60ペー ジ。
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